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1A01 イノベーション 活動に関する 統計調査の計画と 実施 

一 「全国イノベーション 調査 / 調査方法論 

0 伊地知覚 博 ( 一橋大Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) , 岩佐朋子 ( 構図六Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) , 

小田切宏之 ( 一橋大Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) , 古賀歌人 ( 関西大Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) , 

後藤晃 ( 東大Ⅰ文科 省 ・科学技術政策研 ) , 永田晃 也 ( 九州大Ⅰ文科 省 ，科学技術政策研 ) 

1. はじめに は 各国間の調和が 十分には取られないことの 反省から   

科学技術・イノベーションに 関して適切に 政策形成       イノベーション 調査 " では， 国際的に， とくに国際比較 

戦略構築を行っていくためには ， これらの活動の 国全体 可能性を確保することに 留意が図られている． 

の現状を把握することが 不可欠であ る． " 証拠に基づく 政 

策 形成 (eVidence-basedpolicy-making)"0 流れのなかで・ 3. 「全国イノベーション 調査 リー NlS2003) 」の調査方法論 

指標の開発や 分析を行うための 基礎となるデータを 収集 OsloMal7l ㎡の改訂に先立って． 国際的に調査方法論 

するための統計調査がますます 重要となっている．我が や中核質問票に 関する検討がなされた． 概ね 2002 年か 

国では「科学技術研究調査」。 総務省統計局実施 ) が 対応 ら 2003 年にかけて各国で 実施された " イノベーション 

している " 研究開発調査 " はもとより， " イノベーション 調査 " 。 EEA ( 欧州経済地域，協定締結田では「第 3 回 

調査。 が，すでにほとんどの OECD 加盟国を含む 世界の 共同体イノベーション 調査 (0S3:thet ㎡ rdCommu ㎡ ty 

多数の国々において 実施され政策形成等に 活用されてい Innovat め nSurvey) 」と呼ばれる ) のための中核質問票 

る ．我が国において ， 今般， 国の公式な統計調査として と調査万法論も ， OECD 加盟国と EU メンバ一国が 協力 

は初めて． 国全体の民間企業におけるイノベーション 活 して策定され ， 各国ともこれに 沿って実施された． そこ 

動に関する調査であ る「全国イノベーション 調査 (J-NIS  で，我が国において 実施する ト NIS2003 においても・ こ 

2003:JapaneseNationallnnovationSurV,ey2003) 」 を   れらに準拠することとした・その 際・調査方法論の 点では・ 

文部科学各科学技術政策研究所において 計画し実施した   国際的な要請に 対応して国際比較可能性の 確保に留意す 

この調査は， 国際的に調和されているとともに ，我が国 るとともに，国内での 他の統計等との 整合性も考慮した． 

固有の課題にも 対応する 2 3 に留意して設計された． こ Ⅰ -NIS2003 を含めて・ OECD 各国で実施された 調査か 

の 調査の統計結果については． 『全国イノベーション 調査 ら 得られた経験は．近々公表されることが 見込まれる改 

統計報告』，文部科学各科学技術政策研究所， 2004] とし 訂版の Os/oMan7ual にも反映されている． 

てすでに公表されている   J-NIS2003 の調査の概要は ，表 ] にまとめているとお 

本稿では． 調査方法論ならびに 調査実施事務に 焦点を りであ る   

置き，その概要について 触れた上で ， 我が国で調査を 実 

施するにあ たって検討し 解決した論，占や 課題について 述 4. 「全国イノベーション 調査 リー NlS2003) 」の特徴と設計 

べる   に 際して取り組んだ 課題 

4.1. 用語 

2. 「全国イノベーション 調査 リー NlS2003) 」の概要 笘 nnovation" に 対応する 語 としては，「イノベーション」 

J-NIS2003 は・わが国の 民間企業における イ / ベ - ショ を用いた・これは ， " イノベーション 調査。 において円い 

ン 活動の状態や 動向を調査し ，科学技術・イ ソ ベーショ られる国際的に 共通した " イノベーション     の 概念と定 

ン政策の立案・ 推進に必要な 基礎資料を得ることを 目的 義に沿った回答を 意図したからであ る， 一般に日本では 

としていた   「技術革新」という 語が用いられてきているが ， とくに製 

    イノベーション 調査     を 含むイノベーションに 関する 造 業における製品よりばその 基 となる技術を 対象にした 

データの収集・ 分析については ， OECD 加盟国と EU メ 変化で， しかも先端技術を 対象にした急進的な 変化を想 

ンバ一国が協力して ， OECD と欧州委員会の 合同で作成 起させ， かっ，市場への 導入を前提としないものとして 

されている国際標準のガイドラインであ る Os/oM 抑 I@ 囲 Ⅰ 理解されがちであ ることから， I-N 卜 2003 では用いられ 

PECDandEurostat,1997] が策定されており． これに なかった． なお． 中国語ではこの " イノベーション       

沿って調査票の 作成や調査方法論の 設定がなされること 対して「 創新 」という語が 充てられている   

が 推奨されている． これは， " 研究開発調査 " のための "product".  鴇 oods",  'serVices"  ならびに "process"  に 

Fras;r 血 Man@l!afPECD,2002] があ るが，いまだ 調査自体 対応する 語 としても．それぞ # し 「プロダクト」，「商品」， 

「サービスコ． 「プロセス」を 用いた．上述の 国際比較可能   
  

  性の確保と同時に ， とくに，製造業のみならず サ -- ビス 

                                                                                                                                      ノ ・ずしも         業 までも含んだ 広範囲の経済活動を 対象とする調査であ   
一上一 



入 ] 全Ⅲイ ソペ一 ション 鯛 ㎡Ⅱ -NlS2003)   明 ㎡万法論の概安 

凋杏 のお 杓         
  凋 杏の神妙 

闘介対象 朋 @::l   

冊今村 象 凡失 

辛允 ・ ， l 』 @'. Ⅰ         

け集 l.7l 

対象 げ矧 ・ @"l 

標本 @lli                           

ヰ北。 : Ⅱ ぐ Tlll:lW 十 @ ト 

              科 7 代科ザ技術政策 @@@@. 九 所 

                                                                                                            弔 4 条の規上に                                           : よる小円をⅠけた                           の 徴丈 ・いわかる - Ⅱ               杭， i 冊杏 」   
7%, ど 祈り No 23,198 
                                    2003・ 3 Jj 31 11 

                                              ' 。 銭ハ " 200' 白   の Wg % ' り ' ll から ' 。 0' Ⅲ 12 Ⅱ 3' @l まて   

㌍ 林 」・ ; ソ Ⅰ 茉   薦 X. 体菜．仰文． 
鉱 l 束   鉱夫 製造 束 七八・カス・ 抽 供給・ 水 T 米   ・． 

部のサ一ヒス 束 ・   卸 九人． 逆輸 ・ 通 @., 柴 令制・保険 寒 七 J"l 打 機   l. ⅡⅢ地機器 貨 貸席、 ソフトウ」 7 束 冊 出処 川 ・ 捉 

供 サ ー ヒス 柴   ,fW@@W   l 木 建築十一ヒス 束   

  
622,457》i 

216,585 ， ti 

J.;.@ イ ヒ占 l.11@:{ り 、 一十千。 ㎡ @. ㌔五ヵ (64・                                               3 @11 り 

                                      オフ                                                           43,174］ 

  凋杏 実施カリ   

  引 Ⅱ 史     (2！n]                                         答甲か 相対的に低                   

  人 現 標本 9,257 ネ l   「 1ll 才 牛 ， ヤ ・ 2Vl れ     

    @:1 斤                                                                                         丈 iW;l@ 七ァ劣 手キ "   ノー ftW サ @ ぬ 兼 @ tWl@@" ヲ Ⅲ @       

ること， そして，経済学等を 専攻しない一般の 回答者に codes)  については SICJ  ReV.l0  の小分類 (Groups)(3- 也 git 

理解されることを 考慮して選択した・そして ， これらに codes) を対応づけた   

代わって，「製品」，「 財 」，「役務」， 「工程」等の 語は用い 4.4. 企業規模階級 

なかった   研究開発調査のための 国際標準的マニュアルであ る 

4.2. 定義 F 抑 scatiMu7nnll 口 Ⅰの S183 では，各国における「中小企業」 

Ⅰ -NTS2003 における     イ / ベーン ョン     の定義につい 等に関する統計上の 定義を参照して ，従業員数 0 人． 1 リ 

ては． CIS  3  のための国際的に 共通した定義であ る「市 人 ， 10-49  人， 50-99  人． 250@499  A 、 ， 50 帖 <999  人． 1,000 

場に導入された 新しいまたはかなり 改善さ #L た プロダク -4,999  人， 5,000  ノ 、 以上で区分されており．改訂される 

ト 。 商品またはサービス ), または自社内での 新しいあ る OsloManM4 ㎡においても 踏襲される見通しであ る． 一方， 

いはかなり改善されたプロセスの 導入」を用いた   我が国では，企業規模階級については．一般に「中小企業」 

4.3. 産業分類。 経済活動分類   を 規定する中小企業基本法では ， 産業によって 異なるが 

国際比較可能性を 確保するためには． 母集団の設定な 常時使用従業員数 300 人あ るいは 100 人で区分するとと 

らびに相互に 比較可能な層の 設定において ，経済活動を もに， 資本金によってもあ わせて区分している． そこで． 

適切に対応させることが 肝要であ る・ CIS3 のための 調 J-NIS2003 では．国際的比較可能性の 確保を考慮して 階 

査 方法論では・ CIS3 の対象となる 経済活動については 級を区分した． 

NACERev Ⅱによって規定されていたことから ， これを 4.5. 従業員数．従業者数 

コンコーダンスを 参照して ISTCRet                        に対応させ   「従業員数」 と「従業者数」 とは異なる概念であ る   

さらに対応 表 」総務庁統計局統計基準部， 19961 を用い CIS3 のための調査万法論では「従業員数」が 用いられて 

て・ 日本標準産業分類 ( 第 10 回改訂版， (SlCJRev.l0)  いるが，我が 国では．統計では・ 後述する「事業所・ 企 

  @11l11 に対応させた． NACERev.] は 旧 IC Rev.3 から派 業 統計調査」も 含めて． 一定の条件を 満たす有給役員の 

生していることから 対応は容易であ るが， lSICRev.3 と 人数を含む「従業者数」が 一般的であ ることから． J-NIS 

S に ]Rev.l0 の対応は容易には 利用可能ではない・ そこ 2003 では「従業者数」を 用いた・ 

で ，対応表を参照して．分類される 経済活動から 判断し 4.6. 母集団に関する 情報 

て ， lSlC  Rev.3  の d 仮 Ⅱ sion  レベル (2-digitcodes)  と SICI 国際的な調査方法論に 関する勧告では 最新の法人登記 

Rev.l0 の中分類 (MajorGroups)(2-digitcodes) を対応づ 薄を用いることが 推奨されているが ，我が国では 統計目 

けた・ また・一部の lSICRev.3 の芽 oup レベル (3-digit  的のための利用は 一般的ではない・ 代わりに・統計目的 

のために利用される「事業所・ 企業統計調査」の 結果を   

  利用した． 

*2:@ NACE                                                                                                                                 the  4 フ・標本抽出法 
EuropeanCormY" 。 "' 。 y 調査の精度を 向上させるためには 標本数をより 多くす 

        ISIC: International Standard Industrial Classification of All 

Economlc,Ac Ⅱ Vl 打 es 
る 必要があ るが．他方で ， 調査のために 利用可能な資源 

        SIC Ⅱ StandardIndustr@a@(Class@fiCa 且 onforJapan 
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ほ ついても制約があ る． そこで，母集団に 関する情報か 

ら得られた 層 ごとの企業数をもとに ， 国際的に勧告され 

た実現時に期待される 標本誤差率， ならびに，想定され 

る回答率を踏まえて ，層別に必要となる 標本数を算出し 

層 内では無作為に 標本を抽出した． 

4.8. 調査票の翻訳 

国際比較可能性を 確保するためには ， 質問票が同じ 内 

容を表すことが 重要であ る． 各国とも共通する CIS3 の 

ための中核質問票については 英語で記述されていること 

から． まず細しの注意を 払って同じ内容を 指し示すよう 

に 日本語に翻訳し その際に意味が 異ならないように 留 

意して訳文を 作成した． その後， さらに日本語質問票が 

完成したのら．その 英語訳を作成し 日本語・英語の 双 

方 に 通じた匿名の 第三者に依頼して ，対応する質問事項 

等について， CIS3 のための中核質問票と J-NIS2003 質 

問票 英語版とが相同であ ることの確認を 行った． なお， 

I-NIS2003 質問票英語版については．統計調査の 承認に 

際しても作成が 要請さ nL, 調査対象企業から 希望があ っ 

た場合には，英語版を 配布した． 

4.9. 地域に関する 質問事項 

日本の地理的条件 ( アジアに位置し とくに日本に 所 

在する企業はアジア 地域における 経済活動が活発であ る 

とともに．他国とは 海を隔てていることな 円や ，都道 

府県レベルにおける 拠点設置や公的支援の 状況もできる 

だけ判別できるように ， 区分について 工夫した． 

4.10 ．非技術的局面に 関する質問事項 

大規模な統計調査であ り質問票調査であ るという J-NIS 

2003 の特性から，設定できる 設問項目数には 自ずと制約 

があ る． そこで， 国際比較可能性に 留意しつつ．できる 

だけ国際的に 整備された項目，あ るいは学術的に 確立さ 

れた概念等を 援用しながら ， より豊富で有益な 情報が得 

られるよ う に工夫した． 

知識経営については ， OECD において策定された 調査 

票 (OECD[2003] 参照，を活用し 知識経営の内容を 判 

別する基本的項目を 利用した． 

経営戦略については ，榊原 [2002] 等を参照しつつ ， 次 

のような一般によく 相互に区分して 用いられる概俳を 念 

頭に置いて．質問事項を 設定した : 「独自プロダクト 提供 

戦略」，「 異 分野進出・市場開拓戦略」，「市場拡大・ 市場 

占有率向上戦略」，「プロダクト・コスト 低減戦略」．「内 

部資源構築戦略」． 

組織変化についても ，構造や機能の 変化について 多様 

な区分のしかたが 考えられるが ， ここでは， まず，組織 

内の業務プロセスの 変更と組織構造の 変更に区分し さ 

らに．後者については ，機能部門・ 職能の内部化Ⅰ外部 

化に区分して ，質問事項を 設定した． 

4.nl. 専有可能性に 関する質問事項 

企業のイノベーション 活動について ，専有可能性の 観 

点から分析できることは 重要であ ることから，関連する 

質問項目を設定した． 

4.12. データの収集・ 処理 

回答する企業側の 情報ネットワーク 環境を考慮し ま 

た企業にアクセスするための 情報の制約もあ り，郵送調 

査 法 によって実施した． また，対象企業の 所在地が「平 

成 13 年事業所・企業統計調査」時点から 変更となった 場 

合 ．郵便調査 法 では郵便法第 44 条により質問票等の 移転 

先への転送が 期待されるが ， 質問票と督促状の 一万だけ 

の不達や． 質問票等の差し 出し時点からかなりの 期間を 
経ての還付など ，若干，本調査 法 に対する懸念も 見られた． 

回収された調査 票 に記述された 回答・データについて 

は．統計表に 表章する以前に ，整合的でないデータを 自 

動的にまた個別にもそれぞれ 確認して編集を 行って， で 

きるだけ厳密にデータ ，クリーニンバを 行い，整合的で 
妥当な デ一 タ ・セットを構築した． また，不整合が 多い 

質問事項については ，「全国イノベーション 調査統計報告』 

の中では統計表として 公表されていない． 

4.13. 非回答分析 

イノベーション 実現企業ならびにイノベーション 活動 

実施企業の当否を 把握して，調査に 対する回答に 偏りが 

あ ったかどうかを 確認するとともに ，非回答の理由を 明 

らかにして，今後の 調査の設計・ 実施にも資することを 

目的として実施した． 

とくに，単位非回答の 理由としてもつとも 割合が多かっ 

たのは，「最初の 調査であ ることによる 対応不能」という 

ことであ り． しかも． そのほとんどが「積極的黙視」で 

あ った． 国際的にも知られているように ， 質問事項の内 

容が企業にとっては 新しく， また多方面にわたることか 

ら ，会社内で系統的に 情報を収集・ 集積しておくことや ， 

とくに規模が 大きい企業では ， 回答のために 関係する部 

署間の連携を 図るシステムを 構築する必要があ る よう で 

あ る． 今回の経験を 踏まえ，次回以降の 調査実施時には 

単位非回答が 減少することが 向上することが 期待される． 

4.14. 項目非回答 

これも国際的に 各国における " イノベーション 調査 " 

に係る経験から 知られているように．一部の 質問項目に 

ついては， 政策上の観点から 回答を得られることがきわ 

めて重要であ りながら，項目非回答あ るいは非整合的回 
答が相対的に 多く生じている．なお．とくに ，イノベーショ 

ンの 実現ならびにイノベーション 活動の実施の 当否につ 

いては判別が 付けられるように ， 関連する変数に 関して 

個別に再確認を 行い．項目非回答を 無くすようにした． 

4 ょ 5. 推定方法 

回答率が 21% 。 であ ったことから ，推計に際して 生じ 得 

る 不要な誤差の 発生を抑えることとした． 

まず，欠損 値 代人 ( ㎞ putat@on) については・ 項目非回 

答以前に単位非回答の 状況を考慮して ， 「全国イ ソベ一 

、 ンコ ン調査統計報告』の 公表にあ たっては行わなかった． 

復元のための 重み付け (wveighting) については・ 国際 

的に勧告された 方法論の中から．単純に． 層 ごと質問 項 

目 ごとに，企業数。 母集団企業数，調査実現企業数， に 
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基づいて算出した． 

較正 (calibration) については，非回答分析への 協力を 

得られた企業が 母集団に占める 割合や，非回答分析自体 

の精度 ( 非回答分析への 非協力も少なからずあ った ) を 

考慮して・行わなかった． 

5. 調査方法論に 係る評価 

5.1. 標本誤差 

上述のとおり．標本抽出に 際して標本誤差率を 考慮し 

ていた． 実際に実現した 標本について ，統計表としては 

公表していないが ， 層別にイノベーション 実現企業比率 

について．信頼区間 95%0 として標本誤差を 算出している． 

標本誤差については ， とくに 層 内での回答実現企業数に 

依存しており．母集団に 関する情報を 踏まえて悉皆調査 

とせざるを得なかった 大規模企業の 層や， 産業や分類の 

特性から元々の 標本数が少ない 経済活動の層では ，誤差 

は大きくなっている．他方で ， 十分な実現標本数が 得ら 

れた層については ，統計的に信頼性を 十分に有する 範囲 

にあ る． ちなみに，大規模企業については 悉皆調査であ っ 

たことから． このことを利用して 参考までに鉱工業大規 

模企業全体としてのイノベーション 実現企業の比率を 見 

てみると． 56 土 3% 。 ( 信頼区間 95%) と表示できる． 

また．定義が 異なるので単純な 比較は不可能であ るが， 

]-NIS2003 から推定される イ ノベーション 活動に係る内 

部研究開発の 実施企業数や 活動従事者数と ， " 研究開発航 

言ド であ る「科学技術研究調査」によって 示される社内 

研究実施企業数や 研究関係従業者数との 対比からも，概 
ね妥当な結果が 得られていることが 示唆される． 

5.2. ョ戸 標本誤差 

非標本誤差をできるだけ 避けるために I-NIS2003 では 

工夫を施すとともに ，非標本誤差の 可能，性を把握するた 

めに，非回答分析を 実施した． 

単位非回答については・ J-NIS2003 が我が国で初めて 

の統計調査であ ることに起因して．実現率が 21% 。 であ っ 

た ． ヨ戸 回答分析の結果から ， 回答企業群には 偏りが存在 

している可能性があ り， イノベーション 実現企業の比率 

が過小であ る可能性は示唆されるが ，非回答分析の 精度 

から．偏りがあ って過小であ るとは統計的には 確実には 

いえない． また．整理中の 会社等については ，統計調査 

に 対する回答ができる 状況でないとの 理由によりやむを 

得ず単位非回答となっている． 

母集団については ，調査実施時点において 最新の統計 

  情報を用いた． 母集団情報を 得るための調査実施時点 

(2001 年 10 月 1 日 現在 j と Ⅰ -NIS2003 の実施時点 (2003 

年 ] 月 - 3 月 ) には ] 年 以上の差があ 。 ), この間に設立 

された会社は 含まれていない．また ， この間に解散され 

た会社は．調査票が 不達であ れば単位非回答に 含まれて 

いる・ 

標本設計については． 層化 抽出に際して．母集団情報 

に基づいて層別に 妥当な標本数を 算出した． 

質問票においては ， まず，構造については ， 国際的に 

共通した質問票を 基本にして使用した．言語については ， 

用語について 細心の検討を 行った． また，翻訳に 係る相 

同性の確認も 行った．測定，尺度については．我が 国の 

現     吠に 照らして対応する 内容が回答者により 理解される 

ように註を補った 箇所もあ る． なお， " イノベーション " 

の 定義は，国際的に 共通した定義が 用いられているが ，「新 

しいまたはかなり 改善された」という 新規性の程度に 関 

する判断は回答者に 委ねられており ， 同じ経済活動領域 

内でも他国と 比較して相対的に 水準が高いなどを 背景と 

して新規性に 関する閾値が 高い企業群で 構成されている 

場合には， イソベーション 実現ならびにイ ソベ一 ンヨ / 

活動実施と回答する 企業の割合がより 少なくなることも 

考えられる． 

データ処理においては ， 非整合データについては． 回 

答者に照会したり ， 質問事項によっては 回答に該当しな 

い箇所に回答している 企業 ( 単位Ⅰがあ る場合にはその 

結果を当然分析の 対象外とするなど．編集を 行 い ， でき 

るだけ正確で 整合的なデータ・セットとなるよ う に確認 

した． 

それから推定方法による ョ芦 標本誤差が生じることを 避 

けるために． I-NIS2003 では単純な方法を 用いた・ 

6. まとめ 

本稿で示したよ う に． 多くの課題や 制約があ ることを 

認識した上で． 主要な指標については． 統計上概ね妥当 

な結果が示されているものと 理解している． 

今後は，単位非回答が 改善されるよ う に，イノベーショ 

ン調査に関する 潜在的調査対象 ( 企業 ) に対する認知の 

向上を図り，調査に よ り多くのご協力いただくことが 肝 

要であ ろう． 

また，一部の 質問事項については 国際的に共通して 項 

目 ョ羊 回答の割合が 高いが．教訓を 各国相互に共有するこ 

とや企業における 経験の蓄積などを 通じて．漸次改良し 

ていくことが 期待される． 

調査結果からより 豊富に含意を 引き出していけるよう ， 

継続的な観察と 国際比較可能，性の 確保についても ，引き 

続き留意していく 必要があ る． 
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